
財政調整基金と減債基金の推移

一般会計 256億1,100万円
特別会計 157億4,464万6千円
　簡易水道事業 5億4,275万3千円
　農業集落排水事業 1,538万5千円
　浄化槽整備事業 2億350万5千円
　浅内財産区 157万2千円
　常盤財産区 200万8千円
　鶴形財産区 147万8千円
　檜山財産区 283万8千円
　国民健康保険 71億3,511万5千円
　後期高齢者医療 6億4,028万円
　介護保険 71億9,971万2千円
企業会計 52億1,381万7千円
　水道事業 16億427万6千円
　下水道事業 36億954万1千円
総　　計 465億6,946万3千円

市債残高と実質市債負担額の推移

平成２６年度の各会計の当初予算額
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総務費
民生費

衛生費
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商工費
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一般会計当初予算

　一般会計は、256億1,100万円となり、前年度より７
億2,600万円（2.9％）増となりました。これは、消防救
急デジタル無線設備整備事業などに対する負担金や臨
時福祉給付金給付事業費などの増によるものです。

　特別会計全体の予算規模は、157億4,464万６千円
となり、前年度より４億9,476万９千円（3.2％）増となって
います。これは、簡易水道事業特別会計や介護保険

特別会計などの増によるものです。

　企業会計全体の予算規模（収益的支出と資本的支
出を合わせた支出総額）は、52億1,381万７千円で、
前年度より６億4,606万8千円（14.1％）増となっています。
これは、主に下水道事業会計の増によるものです。

ことしの予算の全体像

　能代市の基金（貯金）に、財源が不足する年度に
備えるための財政調整基金と、将来の市債（借金）返
済のための減債基金があります。平成26年度において、
財政調整基金は38億2,625万１千円、減債基金は15
億6,693万４千円となっています。これを合併直後の18
年度と比較すると、財政調整基金は22億4,802万６千
円増、減債基金は15億6,638万２千円増となっています。

　また、市の借金である市債残高は、前年度より1.9％
増となっていますが、交付税算入のある有利な合併特
例債や過疎債を活用しているため、市税等で賄わなけ
ればならない実質的な市債負担額は、合併以降減少
傾向になっています。

　 平成26年度当初予算の総額は465億6,946万３千円

　人件費は、定員適正化計画に基づく職員数の減等
により、前年度より２億1,352万３千円減少しています。
　扶助費は、生活保護費、法人保育所等運営費負
担金の減等により、前年度より１億4,279万４千円減少
しています。
　維持補修費は、除排雪対策費の増により、前年度よ
り２億9,692万９千円増加しています。
　補助費等は、消防救急デジタル無線設備整備事業
に対する能代山本広域市町村圏組合への負担金や臨
時福祉給付金給付事業費などの増により、６億4,795
万２千円増加しています。

　市税は、全体で前年度より20万円の増加で、ほぼ
前年度並となっています。
　地方交付税は、国の地方財政計画で減額になって
いるものの、公債費に対する交付税の増等により、前
年度より２億円増加しています。
　繰入金は、財政調整基金繰入金、庁舎建設基金
繰入金などの増により、前年度より３億4,781万５千円増
加しています。
　市債は、消防施設整備事業（負担金）債、中川原
地区整備事業債、庁舎整備事業債などの増により、１
億1,700万円増加しています。

　 歳出予算の特徴

　 市民１人あたりの予算の使い道は

　 市民１人あたりの予算の使い道

　 歳入予算の特徴

　 財政状況

　※H24年度に下水道事業が特別会計から企業会計へ移行

自主財源
（31.0％）

依存財源
（69.0％）

義務的経費
（47.1％）

その他
経費

   （43.3％）

投資的経費
（9.6％）

歳 出 歳 入

総額
256億1,100万円

地方譲与税、地方消費税交付金ほか（3.9％）
　　10億810万円

繰入金（2.7％） 7億264万3千円
諸収入（2.1％） 5億4,745万8千円
使用料及び手数料（1.4％） 3億5,768万円
繰越金（1.0％） 2億5,000万円
分担金及び負担金（0.6％） 1億6,259万5千円
財産収入、寄附金（0.1％） 1,364万円

地方交付税（32.8％） 84億円

国庫支出金（14.0％）
　　35億7,993万9千円
市債（11.6％）
　　29億6,170万円
県支出金（6.7％）
　　17億1,892万3千円

市税（23.1％）
59億832万2千円

扶助費（20.3％） 52億862万7千円

人件費（15.8％） 40億3,410万4千円

公債費（11.0％） 28億971万3千円

補助費等（16.3％） 41億7,182万7千円

物件費（12.2％） 31億2,062万円
繰出金（9.6％） 24億5,304万9千円

積立金・出資金・貸付金（2.1％） 5億4,253万円
普通建設事業費等（9.6％） 24億7,064万7千円

維持補修費（3.1％） 7億9,988万3千円

※市民１人あたりの額は、予算額を平成26年２月末日の人口（57,831人）で割り返したものです。

議 　 会 　 費
総 　 務 　 費
民 　 生 　 費
衛 　 生 　 費
農林水産業費
商 　 工 　 費
土 　 木 　 費
消 　 防 　 費
教 　 育 　 費
公 　 債 　 費
そ 　 の 　 他
　合　　計

4,332円
45,208円

162,380円
33,104円
12,504円
20,271円
54,622円
25,918円
35,113円
48,585円

822円
442,859円

使 い 道 の 内 容
2億5,053万円

26億1,442万3千円
93億9,060万3千円
19億1,441万6千円
7億2,311万2千円

11億7,231万1千円
31億5,884万円

14億9,885万2千円
20億3,064万3千円

28億971万3千円
4,755万7千円

256億1,100万円

予　算　額 市民１人あたり
市議会の運営に
まちの行事や防災、市役所や出張所の管理などに
高齢者や障がい者、小さな子どもたちなどのために
ごみの収集運搬、健康診査や予防接種などに
農業や林業の振興などのために
中小企業の振興や工業振興、観光振興などのために
道路や下水道の整備などに
消防活動や救急業務などに
学校や幼稚園などの教育関係に
市の借入金返済に
災害など緊急時の予備などに

使　い　道

わかりやすい予算書  26.4.102


